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１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の内容等に関する取組み  

 

【入学者選抜】 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学部の入学者選抜／○大学院の入学者選抜 

 

 

 

○入試広報 

 

 

 

 

【教育課程・教育方法】～学部教育における取組み～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①単位バンクシステムの導入 

 

 

 

②基礎ゼミナールの導入 

 

 

 

③都市教養プログラムの導入 

 

 

 

④実践的英語教育の導入 

 

 

 

⑤課題解決型情報教育の導入 

 

 

 

⑥体験型インターンシップの導入 

 

 

 

○専門教育の充実 

 

 

 

○分散型キャンパスへの対応 

 

 

 

＜Ⅱ 首都大学東京に関する目標を達成するためにとるべき措置＞ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

【評定について】  １…年度計画を順調に実施している。     ２…年度計画をおおむね順調に実施している。 

３…年度計画を十分に実施できていない。   ４…業務の大幅な見直し、改善が必要である。 
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【教育課程・教育方法】～大学院教育における取組み～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育の質の評価・改善】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学生支援に関する取組み 

○学生サポートセンターの設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学修に関する支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

○履修相談体制の整備 

 

 

 

○図書情報センターによる学修支援 

 

 

 

 

 

【学生生活支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 
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【就職支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【留学支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【適応相談】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【支援の検証】 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

（１）研究の内容等に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 
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３ 社会貢献に関する目標を達成するための措置 

 

（１）産学公連携に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

○産学公連携センターの設置 

 

 

 

○産学公連携の強力な推進 

 

 

 

○産学公連携の共同研究等を推進するための方策 

 

 

 

○知的財産の管理・運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）都政との連携に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）都民への知の還元に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 
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Ⅲ 産業技術大学院大学に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

○開学準備体制の構築 

 

 

 

○産業技術大学院大学の設置認可 

 

 

 

○開学準備体制の整備 

 

 

 

○教育研究体制の整備 

 

 

 

○社会貢献の実現 

 

 

 

 

 

 

（１）教育の内容に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学生支援に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅳ 都立4大学に関する目標を達成するためにとるべき措置＞  ＜Ⅲ 産業技術大学院大学に関する目標を達成するためにとるべき措置＞  

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 
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１ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

○戦略的な法人運営制度の確立 

 

 

 

○効率的な法人組織の整備  

 

 

 

○迅速な意思決定の仕組みの構築  

 

 

 

 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人事の適正化の関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅴ 法人運営の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置＞ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 



 7

 

１ 外部資金等の増加に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

○全学的な外部資金等の獲得 

 

 

 

○寄附金の獲得 

 

 

 

 

 

２ 授業料等学生納付金に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ オープンユニバーシティの事業収支に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 資産の管理運用に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 剰余金の適切な活用による戦略的な事業展開に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅵ 財務運営の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置＞ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 
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１ 広報活動の積極的展開に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

○広報戦略の策定 

 

 

 

○効果的な入試広報の実施 

 

 

 

 

 

 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅶ その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置＞ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 
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Ⅸ 予算（人件費見積りを含む。）、収支計画、及び資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅹ 短期借入金の限度額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅺ 剰余金の使途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅻ 施設及び設備に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅸ～Ⅻ 予算等、短期借入金の限度額、剰余金の使途、施設及び設備に関する計画＞ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ 
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１ 総 評 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 教育研究について（特色ある取組みなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人の業務運営（財務運営含む）状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 今後の課題及び法人に対する要望など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜全体評価＞ 


